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業務ログを活用した
データ分析による労務監査支援

労働人口の減少と過労死防止に向けた規制強化により、企業には厳格な対応が求められています。
違反時の罰則も重くなっており、勤怠管理は重要な課題です。さらに、リモートワークやフレッ
クスなど働き方の多様化により、従来の勤怠システムだけでは実態把握が難しくなっています。
KPMGは、内部監査におけるデータ活用の豊富な経験を活かし、各種業務ログを用いた労務監査
の高度化を支援します。

法改正と働き方の変化がもたらした勤怠管理上の課題

勤怠管理は人事労務部門の主要な業務ですが、内部監査部門においても、社
内規則や法令に則った業務運営の観点から、勤怠情報の正確性とコンプライ
アンスの確保に努める必要があります。近年では、労働関連法規の強化によ
り、労働時間、深夜労働、休日出勤などに関する法令違反が企業にとって重
大なリスクとなっており、労働基準監督署からの指導や罰則の可能性も高
まっています。さらに、リモートワークの普及もあり、従業員の自己申告に
依存した従来の勤怠管理では実際の労働負荷を正確に把握することが難しく
なっており、多くの企業が課題を抱えています。

課題解決の方向性：業務ログの活用

多様化する働き方と法令遵守に対応する内部監査のアプローチ

打刻システムは
正確か？

法令違反は発生
していないか？

リモートワーク中に
業務外のことをして
いないか？

勤怠システムの記録

タイムカードログ

PCの使用ログ 入退場ログ

チャットの送信履歴 メールの送信履歴 通話履歴

システムの操作履歴

法令等の定めで
基本として集めるべきログ

リモートワーク実施状況

高度な分析を実施するために利用できるログ（一例）

勤怠に関する法令や社内規則に全社員が準拠

従業員申告による
勤怠ログ

収集・分析

従業員が日々の業務を行うなかで、PCの起動、メールや
チャットの送受信、各種システムでの申請・承認等の操
作により、多くのログが自動的に生成されます。これら
のログは企業内に蓄積されており、適切に活用すること
で、より高度な勤怠管理が可能になります。活用するロ
グの種類によっては、単なる勤怠状況の実態の把握にと

どまらず、リモートワーク実施日の管理や残業時の休憩
取得状況の確認なども行うことができ、法令や社内規則
への準拠状況の確認に役立ちます。また、内部監査部門
と人事労務部門とが連携しながら、これらのログをそれ
ぞれの立場から確認・分析することで、会社全体として
勤怠管理の精度と信頼性を高めることができます。



ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対応するもの
ではありません。私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努めておりますが、情報を受け取られた時点
及びそれ以降においての正確さは保証の限りではありません。何らかの行動を取られる場合は、ここにある情報の
みを根拠とせず、プロフェッショナルが特定の状況を綿密に調査した上で提案する適切なアドバイスをもとにご判
断ください。
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重要視するポイント①：リスクアセスメント

重要視するポイント②：データブレンディング

KPMGの内部監査向けデータ活用支援

1. データ活用ロードマップの策定支援

• 監査プロセス・システムの運用状況・データの調査

• 人材計画の策定／ツールと環境の選定

2. データを活用した内部監査の実施支援

• 分析テーマ検討／データ監査手続の策定

• 往査の実施／発見事項の検討／データ監査報告書の作成

3. データ活用人材の育成および態勢構築支援

• 内部監査規程・データ分析マニュアルなどの整備

• データ活用人材のスキル定義／研修の企画と実施

• モニタリング態勢の構築／2線へのモニタリング業務移管

労働人口の減少により、限られた人員で効率的に業務を
進めることは、内部監査部門にとっても重要な課題です。
KPMGでは、まず社内統制の状況を把握するために、勤
怠管理に関する社内規則、業務フロー、システムの運用
状況を確認し、リスクを洗い出します。次に、それぞれ
のリスクについて、発生の可能性と影響度を定量的・定

性的に評価し、優先順位をつけます。その際、これまで
の知見を基に、データ分析の活用が有効と考えられる領
域も提案します。このアプローチにより、リスクの高い
領域を優先的に監査対象とすることができ、限られたリ
ソースのなかでも、より効果的な監査の実施が可能とな
ります。

勤怠管理のモニタリングにおいて、異なる種類のデータ
を組み合せる「データブレンディング」を実施したいと
考えているものの、その手法や分析結果の品質をどう担
保するのかに不安を感じ、実現に至らない企業は少なく
ありません。

KPMGではこれまでの豊富なデータ活用経験を基に、企
業が保有する勤怠関連データを確認し、結合可能なデー
タの見極めや、必要に応じたキー項目の作成を通じて、
より多くのデータを統合・活用できるよう支援します。
データブレンディングは、正確な勤怠把握に役立つだけ
でなく、システムの操作履歴やチャット・メールの送信
履歴などを組み合せることで、勤怠記録と実際の業務と
のズレの要因を特定できる可能性があります。こうした

データ活用は、法令対応だけでなく、過重労働による健
康被害や人材流出、生産性の低下といった経営課題への
アプローチにもつながります。

KPMGは、内部監査・内部統制に加え、データ分析やデジタルツールの活用、
リスクマネジメントなど多様な領域での支援実績を有しています。これらの
知見を活かし、企業の内部監査業務におけるデータ活用を推進するアドバイ
ザリーサービスを提供しています。

データを活用した効率的かつ高精度な
内部監査の実施を総合的に支援

内部監査／
内部統制

リスク
マネジメント

データ分析／
ツール活用

KPMGの
支援実績


